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・検索等に時間を要する。
・必要なデータがシステムに散在しいる。
・出張所から資料収集を行う必要がある。
・データ再利用できないことがある。
・ソフトウェアの統一が図られていない。
・手続等に時間がかかる。
・データを二重に作成していることもある。
・C現予算額を手入力している。

・委員会等の資料作成、書類チェック等に時間を要する。
・入札契約関係等の資料追加により、現場の負担が増えている。
・頻繁に手続が変更されるため、対応しきれない。
・新たな資料作成などにより広範囲の資料を参照する必要がある。
・全ての資料を整理・チェックするのに時間を要する。
・スケジュールが固定されるているため、残業で対応せざるを得ない。
・技術評価には、評価能力が必要である。
・判断を伴うことが多く、対応が追いつかない。

・委員会等の資料作成、書類チェック等に時間を要する。
・入札契約関係等の資料追加により、現場の負担が増えている。
・頻繁に手続が変更されるため、対応しきれない。
・新たな資料作成などにより広範囲の資料を参照する必要がある。
・全ての資料を整理・チェックするのに時間を要する。
・スケジュールが固定されるているため、残業で対応せざるを得ない。
・技術評価には、評価能力が必要である。
・判断を伴うことが多く、対応が追いつかない。

【全業務に関わる課題】
・紙資料で、資料の保管場所等の管理が適切になされていない場合、検索に時間を要
する。保管しているデータについて、中身を確認しないと内容がわからない。
・一部の資料は個人管理しているケースがあり、完全な情報共有が図れていない。
・本局からの問い合わせ対応において、資料作成などが手間であり、時間を要する。
・事務連絡が五月雨式に発出されており、事務連絡綴りなど一括した管理ができてい
ないため、検索に時間を要する。

・様々な資料を参照する必要があり時
間を要する。
・視覚的に分かりやすい資料を作成す
る必要があり、時間がかかる。
・関係機関ごとに資料を作成する必要
があり、手間・時間がかかる。
・関係機関協議の内容が、他部署や後
工程に確実に伝達・反映されていない。
・相手からの回答がないと次の工程へ
進めないため、時間がかかる。

・補償金の算定に時間を要する。
・用地幅杭の設置などで、各課の進捗状況を把握する
必要があるが、連携が取れていない場合がある。
・土地収容法に基づく事業認定等の申請により、事業
に遅延を生じる。

・概略設計や予備設計が電子納品実施
前に行われていた場合、電子成果品が
利用できない。
・技術的要素がある設計は、検討会が
開催され、時間がかかる。
・支障物件の調査、地質調査により、新
たな制約条件、リスク等が顕在化した場
合、事業に遅延が生じる。

・関係機関との調整が繰り返し実施されるため、時間を要する。
・技術基準の検索に時間を要する。
・技術基準として整備されていない研究的な技術については、適用
の可否の判断に時間がかかる。
・発注ロット分割に伴う発注図面作成、数量算出に時間がかかる。
・数量算出など設計図書作成に時間がかかる。

・低入札価格の場合、現場監督の頻度が増し、出張所の負担が大きい。
・自治体との協定関係の手続きに時間を要する。
・地元協議にCAD図面が活用されていない。
・支障物件、付帯工事との工程調整等があり、遅延を生じる場合がある。
・占用業者による支障物件の移設により、事業に遅延が生じる。
・関係する指針等に改訂があれば、修正設計を行うこととなり、事業に遅延が生じる。
・埋蔵文化財調査により、事業に遅延が生じる。
・図面の有効活用がなされていない。
・3次元モデルを用いた施工情報管理がなされていない。
・複数工事にまたがる横断的な情報収集がなされていない。
・工事関連の帳票、資料の減量化、労力削減がなされていない。
・工事打合せ簿の全てをチェックし、押印するのが手間である。
・事故関係などの帳票の統一が図られていないため、作成に手間がかかる。初めて作成する
書類も多く、ノウハウがない。
・品質管理に関する情報が効率的に納品されていない。
・利活用を前提として作成された情報の電子納品方法が分かりづらい。格納フォルダが明確に
なっていない。
・工事完成図と道路台帳図面の記号の統一化が図られていない。
・電子納品保管管理システムとTRABIS以外の維持管理システムとの連携が図られていない。
・重要構造物図面検索システムへのデータ登録は、別途スキャニングにより登録作業を行って
いる。
・国土交通省の業務を経験していない受注者には、書類作成の指導に時間がかかる。
・スケジュールの最適化の検討ができない場合がある。
・受注者の希望する日時に合わせて立ち会うことができない場合がある。
・現状プロセスよりも時間のかかるシステムの導入は受け入れられない。

【維持管理業務全般】
・台帳がリアルタイムに更新されていないため、台帳間の整合性が確保され
ない場合がある。紙で管理している最新データの確認が必要となる。
・全ての台帳が電子化されていないため、出張所から事務所へ確認するな
ど、出張所業務で手間がかかっている。

・洪水対応時には、出張所職員は書類対応に追
われ現場巡視等に時間を割けない。
・災害時には関係機関との情報伝達の迅速性が
要求されるが、情報がリアルタイムにやり取りさ
れていない。関係機関の情報を集約するのに時
間がかかり、迅速な判断ができない。

現場で必要なときにスムーズに情報
が取得できない。

・行政相談処理表は各課管理となっており、一元的な管理が
なされていない。
・処理方法検討の際に必要となる資料検索に時間を要する。
・住民からの問合せの場合、施設、場所の詳細が把握できな
いため、現地確認後、台帳等で確認することになる。
・申請者によって対応の手間が異なる。

・現場の設備、台帳、工事完成図が
リンクしていないため、現場の設備
から対応する工事完成図書等を検
索するのに時間を要する。

・現場の設備、台帳、工事完成図が
リンクしていないため、現場の設備
から対応する工事完成図書等を検
索するのに時間を要する。
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